
マクロ環境認識（～2025年頃）

モビリティ分野の変化（～2030年頃）
コロナ禍を経た消費行動の大幅な変化

● マインド：外出回避・節約志向・
対人接触回避

● 行動：EC／キャッシュレス購買・
要求サービス変化

地政学リスクのさらなる高まり
● 米中覇権争いをはじめデカップリング
の波は継続

● コロナ禍により加速する経済格差も
ポピュリズムを促進

社会・環境価値×経済価値を
両立させる取り組み加速

● 従業員・顧客満足を優先した取り組みに価値
● 顧客と生産者との協働により
公益と経済価値向上を両立する
トランスフォーメーションの加速

省人化対応技術の進化と導入加速

● 労働人口の伸長減速を補うデジタル
投資の加速

● データの質・量の拡大により、ヒトに
要求される役割の高度化

環境対応・
EV化の拡大

自動運転移動サービスや
移動代替サービスの
活用増加

IT活用（モビリティ
関連データ連携）の深化

個々のニーズ・
利便性の追求による
多様化の進行

EV専用／
対応タイヤ

ライフサイクル
を考えた
商品展開 センシング

高耐久力・
メンテナンス
フリータイヤ、
エアレスタイヤ

〈リスク〉 〈オペレーション〉

〈商品・サービス〉〈機 会〉

EV対応における技術革新と
独自性の付加による需要拡大の機会

環境対応における技術革新と
独自性の付加による需要拡大の機会

ソリューションビジネスの事業機会

気候変動対応におけるリスク

強固な人財基盤が
確保できなくなるリスク

サプライチェーンを含めた
人権対応におけるリスク

バリューチェーン全体での環境対応を
含む品質の確保におけるリスク

安全・安心に対する要求の高まりに
おけるリスク

エネルギー
効率の向上・
再生可能
エネルギーの
利用拡大

資源循環・
リサイクル促進

タイヤの
安全啓発

市場での個体
管理システム

人的資本経営

プロセス保証

サプライヤー
エンゲージ
メントの強化

責任ある
原材料調達・
トレーサビリティ

「中計’21」の策定・遂行の前提としているマクロ環境、及びそのなかで2030年頃までに進行することが想定されるモビ
リティ分野の変革を踏まえ、当社はリスクと機会を認識し、バリューチェーン全体のオペレーションと製品・サービスを
通じ、価値創造につなげていきます。

外部環境・リスクと機会
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当社は「中計’21」において事業経営へのサステナビリ

ティのビルトインを表明し、即座にサステナビリティに関

するステアリングコミッティを立ち上げ、社長及び統括

部門管掌役員によるマテリアリティの特定に向けた議論

を開始しました。4月にはサステナビリティ委員会に移行

し、2月から4カ月間にわたって計4回の討議を重ねまし

た。5月には、本部長クラスを中心に、サステナビリティ推

進の中心となる幹部（計40名）が同じテーマで議論を行

い、その内容を委員会の討議材料として加味しました。

マテリアリティの特定プロセス

持続可能なモビリティ社会の
実現に寄与する
モビリティ社会が持続可能であって初めて、タイヤ・
自動車部品メーカーのサステナビリティも確保され
ることを認識しています。「環境負荷ゼロ」「事故ゼ
ロ」「効率的な移動・輸送」といったサステナブルな
モビリティ社会の確立に向けて、自社の役割（独自の
製品・サービスを通じた貢献）を果たしていきます。

豊かなモビリティライフを支え、
創造する
モビリティ社会の持続可能性に必要な要素（環境対
応、安全）を満たしつつ、人々がモビリティライフに
求めるさまざまな期待の一端に、独自の製品やサー
ビスを通じて応えていくことは、モビリティ社会の
多様性を支える創造的付加価値であり、これを実現
していくことが重要と考えます。

多様な人財の挑戦と働きがいを
創出する
タイヤ・自動車部品メーカーの中長期的な視点、独
創的で柔軟な発想、主体性と挑戦心を備えた人財
が当社グループの求めている人物像です。加速度的
に激変する不透明な経済社会のなかで、当社グ
ループの事業経営を支え、より高い付加価値を創出
できる多様な人財の基盤を強固にしていきます。

次世代モビリティの技術革新を
続ける
当社グループが製品やサービスを通じて提供する
価値は、新しい時代に求められるモビリティの進化
を支えるものでなければなりません。これを実現し
ていくために常に技術革新に取り組み、社会の要請
に応えるテクノロジーの進化を続けていくことが重
要だと考えています。

全企業活動における脱炭素を追求する
世界、日本、経済界、業界が同じターゲットを共有し、
脱炭素への取り組みを推進することに当社グループも
ベクトルを合わせ、全社を挙げて、この重要課題に取り
組みます。製品・サービスを通じて環境負荷のないモ
ビリティ社会の創出をめざすとともに、製造プロセスや
サプライチェーン全体での脱炭素化をめざすほか、各
種施策を事業上のコスト競争力にもつなげます。

サプライチェーンの
サステナビリティを促進する
当社グループの事業において天然ゴムをはじめとする
原材料のサプライヤーが持続可能でなければ、事業経
営におけるサステナビリティは確保できないこと、ま
た、真に豊かなモビリティライフは健全なサプライ
チェーンによって成り立つという認識のもと、サプライ
チェーン上の環境・社会課題を重要課題として位置づ
けて優先的に取り組みます。

モノづくりの根幹（品質と安全性）を守り抜く
どれだけ価値ある製品やサービスを生み出すことがで
きても、品質や安全性という根幹が揺らげば、社会でそ
の価値が認められ、意味を成すことは叶わなくなりま
す。自社の過去の教訓を含め、いかなる仕事において
も、すべてに優先して確かな品質・安全性を守ります。

マテリアリティ

価値を生み出すための基盤

価値創出を支える基盤領域 Ⅱ

価値創出の実現にあたり全事業活動において
疎かにせず責任を持って遂行していく事項

リスクマネジメント領域 Ⅲ

当社グループの製品・サービスを通じて
顧客や社会に対して提供するユニークな価値

価値創出領域 Ⅰ

TOYO TIREのサステナビリティの
考え方を整理

1

　  と  　 の検討結果から
マテリアリティを決定

4

サステナビリティとビジネス機会・
社会価値についての検討

2
● 「具体的な商品・サービス」「商品・サービスの対象」
「将来の社会変化」を踏まえて、理念を実践・体現
するためにTOYO TIREが取り組まねばならない
テーマを抽出

● それらの取り組みを通じて社会に生み出す価値に照
らして優先度を評価

サステナビリティとビジネスリスクに
ついての検討

3
● 国際団体やESG評価機関などによって特定されてい
るタイヤ・自動車部品業界のリスク項目、当社グルー
プが事業活動を通じて認識しているリスク項目を確認

● 理念の実践・体現、創出価値を毀損する可能性、当社
グループの取り組み状況などに照らして優先度を評価

2 3

サステナビリティを推進するうえで、事業領域との関連範囲や社内のリソース制約などの観点から、優先して重点的に
取り組む事項を特定することが重要であると考えています。当社は、2021年6月に、サステナビリティ委員会において
マテリアリティを決定し、7月の経営会議でこれを承認しました。社内リソースを戦略的にマテリアリティの取り組みに投
下するとともに、従業員一人ひとりが業務と関連づけてサステナビリティ課題に取り組む組織風土の醸成や、マテリアリティ
を軸とした対外的なESG対話の充実などステークホルダーエンゲージメントの強化にもつなげていきます。

TOYO TIRE のマテリアリティ
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インプット（2022年度） アウトプットビジネスプロセス アウトカム

人的資本
連結従業員数 

11,744人

知的資本
研究開発費

11,320百万円

社会・関係資本

（連結子会社数）
グローバルネットワーク

37社
（国内 8社、海外 29社）

製造資本
設備投資額

47,303
百万円

生産拠点数
国内5カ所
海外9カ所

自然資本
エネルギー
消費量総量

主要原材料
総量

7,370.8
千GJ 千t

589.0

製品サービスを通じた
脱炭素社会への環境貢献

安全・安心・快適な
モビリティ

感動・驚きを生む
モビリティ

走りの愉しさ

持続可能な
モビリティ社会

豊かな
モビリティライフ

私たちの理念

コーポレートガバナンス

中期
経営計画
「中計’21」

連結営業利益率

14%超
連結営業利益

600 億円
株主還元について重点商品販売

構成比率

55%超
ROE
（中計’21期間中）

%以上12 
目標ROEを念頭に置きながら

%以上を継続30 配当性向

中長期リスクの低減
気候変動
対応

サプライチェーンの
環境・人権対応 品質

財務指標

価
値
創
出

価
値
創
出
を
支
え
る
基
盤

独
自
の
製
品
・
サ
ー
ビ
ス

人
財

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

脱
炭
素

● 環境性能と嗜好性を両立する差別化した
SUV・CUV商品

● SUVやピックアップ車のEV化に対応する
イノベーション

● 顧客からの支持
 北米販売シェア5位（中計’21での挑戦）

● 多様な人財の有機的な協働、成長・活躍
● 個性と質と能力を極める育成プログラム

● 製品におけるサステナブル原材料比率
 2030年：40%、2050年：100％

● Scope1&2排出量
 2030年：19年比46％削減
 2050年：カーボンニュートラル
● Scope3排出量
2030年：タイヤ１本あたり
　　　　19年比20％削減貢献

● 環境・社会リスク評価実施済みサプライヤー
   2025年：一次サプライヤーの100％

● プロセス保証体制の確立
● 市場末端までトレーサビリティ可能な個体管理
● ユーザーの安全意識の向上

成長の源泉の強化

人財基盤 DX基盤 財務基盤

財務資本

資産合計

598,889百万円

機能連携
［ 強み ］

販
売

技術

生
産 供給物流 

購
買
調

達 商

品
企
画

グローバル
生産体制／

サプライチェーン

市場別
顧客基盤／
マーケティング

技術力
意匠性

技
術

サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン

品
質

TOYO TIREグループでは、企業としての将来の姿をより明確に読み取るために、理念やビジネスモデル、ガバナンスや
事業機会・リスクを整理し、開示することが重要であると考えています。価値創造プロセスでは、自社の6つの資本を言
語化し、これら資本を活用して事業活動で生みだすアウトプット、ステークホルダーに影響するアウトカムを定義しました。

価値創造プロセス
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顧客
(消費者）

自動車業界が大きな変革期を迎えている今、タイヤにも「モビリティの進化」を支える明確な
性能や機能をスピーディに実現していくことが求められます。当社は独自の技術基盤を継続的
に更新し、材料配合やタイヤ設計の高精度化・高速化を進めています。
また、日本・米国・欧州の各R&D機能で役割分担された研究の成果を結集し、販売、生産の
各部門と連携して市場に応じた高機能な差別化商品の開発を行います。

独自の技術と日・米・欧の３極R&D機能連携

生産拠点のある市場において地産地消を進める一方、各工場における生産品種構成（プロダクトミックス）
の最適化を図るとともに、それらを組み合わせた柔軟かつ最適な供給体制によって、届けるべきお客さまへタイ
ムリーな製品供給をしています。当社が強みとするSUV/ピックアップトラック用大口径タイヤは、北米市場
で絶大な支持を受けており、それらの需要に対応するため、米国工場の生産能力を段階的に増強。
日本工場では設備のリノベーションを図り、北米向けの供給を増強しています。
また、当社にとって欧州初となるセルビア工場を2022年に開設し、欧州市場向けに競争
力ある製品をお届けする一方で、北米市場に対しても乗用車用タイヤの供給機能を発揮し
ています。マレーシアでは生産拠点を集約し、利益率の高いブランドラインの生産に移行し
ています。

グローバルでの最適な生産・供給体制

北米における事業戦略は、当社のタイヤ事業における象徴的なビジネスモデルを形成しています。
ターゲット車種とユーザーを絞り、直営の販売店を置かずに現地のディーラーと連携してきめ細やかなコミュ
ニケーションを図ることで強固な顧客基盤を築いています。
また、マーケティング活動を通じて収集したニーズを速やかに社内にフィードバックすることで差別化された商
品の開発につながる好循環を生み出しています。

北米市場をターゲットに築いた強固な顧客基盤

各種データを共通資産として一元管理し、データを関連づけることで付加価値を
高めるとともに、機械学習によりリアルタイムでタイヤ特性値の獲得が可能となる。

設計支援技術
（T-MODE）

タイヤシミュレーションとドライビングシミュレーションに、AI技術を用いた設
計支援技術を組み込み、空力やスノートラクションのシミュレーションとタイヤ
パターンの詳細な挙動解析を高精度に行う。

シミュレーション
基盤技術

（T-MODE）

タイヤのゴムを構成する様々な材料の特性をナノレベル（1ナノ＝10億分の
1メートル）で、「予測」「機能創造」「精密制御」「観察発見」することによって理
想的なゴム材料を開発する。

材料設計基盤技術
（Nano Balance 
Technology）

北米ビジネスモデル

欧州－R&D

欧州－R&D

日本－R&D
日本－R&D

北米－R&D

北米－R&D

Global Head Quarters
研究開発の全機能をつかさどるとともに、各種基盤技術の更新を行う。

主力市場である北米でマーケティング部門と一体となって嗜好性を
求める顧客志向商品を開発する。

最先端材料の活用に向けた調査・研究を主軸に、EV等次世代
モビリティの技術開発につなげる。

技術

生産 販売
(ディーラー）

● 顧客の支持（ファン）
● ニッチな市場ポジション

● 技術に裏付けられた
高性能な製品

● 市場ニーズの収集
● オフロードレース参加
による認知度（名声）

● 最先端材料／次世代モビリティの調査
● 高性能技術開発

● 研究開発 全機能
● 高性能技術開発（研究・開発・評価・Big Data、AI活用）

● マーケティング
● 顧客志向商品開発

● 市場ニーズに応える開発
● オフロードレースからの
技術的フィードバック

マーケティング

● ディーラーとの強固な信頼
関係による販売チャネル

● 顧客ニーズを考慮した緻
密な価格設定

機能 連携
［ 強 み  ］

販
売

技 術

生
産 供給 物流 

購
買
調

達
商

品
企
画

グローバル
生産体制／

サプライチェーン

市場別
顧客基盤／
マーケティング

技術力
意匠性

TOYO TIREグループのコアコンピタンスは技術力であり、技術開発が生産体制及び販売体制とグローバル連携を
とりながらビジネス展開しています。国内外の技術開発拠点において、強みである差別化商品力をさらに磨きつつ、新生
産設備も稼動させて安定供給基盤を構築し、地域特性に応じたグローバル販売を行ってまいります。

TOYO TIRE の強み

当社はモビリティ分野を中核に据えた機能別

組織による事業経営を志向しており、企業規模の

メリットを最大限に生かし、持たざることも独自の

強みに変える戦略を推し進めています。生・販・技

の狭間に生まれる議論をリードしていく、あるいは

各機能が専門的に独立しているから逆に見落とさ

れてしまいがちな連携の必要な議論を拾ってつな

いでいく。そして、全社的な価値創造を図るべく「変

化への適応力」と「機動性の高さ」を磨いています。

こうした機能間の連携は本社の机上ではなく、

まさにモノが作られ販売されている現場で必要と

され、また、その地域における当社ポジションによっ

て連携の仕方も変わります。当社が北米市場で顧

客から確固とした支持を獲得できたのは、現地に

密着した生・販・技の個別の能力だけでなく、それ

らを束ね強固にバックアップするホールディング

機能があったからに他なりません。待望のセルビア

工場が立ち上がった欧州では販売拠点に加え、す

事業統括役員メッセージ

でにR&Dセンターが稼働しており、地域統括会社

も設置しました。しかし、当社はフルラインサプライ

ヤーではなく、ある程度エッジの効いた分野で最も

力が発揮できます。北米のノウハウを移植しながら

も、規模ではなく欧州での当社独自の存在価値を極

めていきたいと考えています。

私は今、各自がシナリオを組み立てて、あるべき

姿を社内外に説明できる能力を、社内で培っていく

必要があると感じています。シナリオがあってこそ説

得力が生まれ、意思決定のスピードも上がり、仮に

うまくいかない場合も要因が検証できて次のアク

ションにつなげられるということを部門内にも繰り

返し伝えています。別の見方をすると、日本で重んじ

られる調和や謙虚さ、配慮は重要なことですが判断

や成果を遅らせる障害になってはなりません。さま

ざまな言語や背景を持つ多様な人たちが自らの考

えを正しく理解されるように丁寧に伝えられる能力

は不可欠です。こうしたダイバーシティを強みに変

えていけるよう先見性を持ってシナリオを組み立て、

説明責任を果たしてまいります。

執行役員 蓮見 清仁
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